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1.は じめに

私たちは、小学生の頃から21世紀について

様々に語り合い想像してきた。その 21世紀が

現実に到来し、人それぞれに色々な思いを巡ら

していると想像される。私は過去 25年間環境
の仕事に関係してきたが、環境問題に携ってい

る人に言わせると日本に限らず海外でも「 21

世紀は環境の世紀」であると誰しも言う。勿論、

私もその意見に賛成であり、そのために仕事を

続けてきたし、今後も同じように生きていくつ

もりである。

しかし、環境の世紀は明るく輝いて発展する

ものではなく、むしろ困難が多く、生活習慣を

大きく変えることを覚悟しなければならない状

態になると予想される。

例えば、 20世紀末にオランダのハーグで行

われた国連気候変動枠組条約第 6回締約国会議

(COP6・ ハーグ会議)では、 1997年に合
意したCOP3・ 京都議定書 (日 本が議長国)
の具体的なルールを決める会議であった。残念

ながら日本・アメリカ・カナダの共同で提出さ

れたC02の吸収源の追加的活動条項を巡った

議論の結果、多くの国の利害が複雑に絡み合い、

全体の合意形成にはほど遠い状況だったように

感じられた。

では、ほんとうに「 21世紀が環境の世紀」
になり得るのか、ここ 10年の幾つかの事例を

通してその可能性をまとめてみる。

2.環境保全活動を行うための条件の整備
(1)法律の公布に見る環境の歴史と対応
1945年以降に公布された環境関連法律の中
の主要なものを検索すると、表 1の ようになる。

法律の公布が集中したピークの時期が 2回ある。

1回 目のピークは 1960年代の高度成長期に
発生した公害問題の対策のために 1967年 (昭
和 42年)に公布された公害対策基本法に続き、
1970年の公害国会、 1971年の環境庁設置時
期であった。この時期の法律は、大気汚染防止

法、水質汚濁防止法、公害紛争処理法等の公害
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汚染を防止するものや公害被害に対処するもの

が主で、加害者と被害者が比較的明確に分けら

れることを前提に作られている。その後は法律

の件数も少なくなり、個別の問題を是正解決す

るために公布されるようになってきた。

しかし、 1980年代後半に東西の壁が崩れ、
全世界が資本主義経済で動くようになり、環境

破壊が地球レベルの問題になってきた。そして、

1992年のリオ地球環境サミットの翌年に公布
された環境基本法に始まり、第 2回 目の法律の

公布ラッシュが続き現在に至っている。この時

期に公布された法律は、改正省エネ法、改正リ

サイクル法、循環型社会形成推進基本法等の加

害者と被害者が明確に分類できなく、一人一人

が加害者でありかつ被害者になり得る極めて難

しい判断と行動を含んだものである。

まさしく、 2000年から遡る 10年間は、21
世紀がまさに環境の世紀として、人々が環境保

全のための活動を開始することを見据えた準備

の期間であり、そのための法的な条件を整える

貴重な時の流れであった。

(2)環境 ISOの取り組み
2000年 12月末の財団法人日本適合性認定
協会 (JAB)の アンケート調査結果によると、
IS014001の 認証取得した企業や自治体の数
は日本国内のサイトの総数で 5166件 (4636
件 11月現在)であった。勿論、この数字は世
界で トップの数字であり、 2位の ドイツ (2
400件 11月現在)、 3位の英国 (1370件 1
1月現在)を大きくリードしており、日本の企

業や自治体が積極的に環境保全に取り組む姿勢

が伺える (1)。

ISOと は、Interllational StandardizatiOn Organ

ization(国 際標準化機構)の略で、国際規格を
作る機関であり、法的な強制力はないが事実上

は国際統一規格になっている。この中に、環境

管理の国際規格としてIS014001が あり、 19
96年 (日本国内は 1998年)か ら認証が開始
され、企業や自治体が、通常の活動から生じる

環境への影響を、自主的、継続的に改善してい
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くための運営方法や仕組みを定めた国際標準規

格で、基本はPDCAサ イクル (P:計画、
D:実施、C:点検是正、A:見直し)を活用
して、環境保全活動を行うことにある。

(3)環境教育の取り組み

環境教育や環境学習の役割は益々高まり、持

続可能な社会を作り上げていくためには欠かせ

ないものになってきている。文部科学省の 19

98年に告示された学習指導要領 (改正)で、 20

02年度より、小学 3年生以上に「総合的な学

習の時間」が設定されている。この「総合的な

学習の時間」では例として、国際理解、情報、

環境、福祉・健康などが上げられている (2)。 そ

して、環境を取り上げる学校の数が増加するの

ではないかとの見方がある。

それの対応に向け、各省でも単独ではなく横

断的な動きが行われてきている。平成 13年度

(2001年度)の予算では、経済産業省、環境

省、文部科学省の 3省が共同で環境教育に関す

る横断的な施策を展開することになる。経済産

業省は新エネ・省エネ学習を教育関係者や学校

単位に実施する。環境省では、総合環境政策局

環境経済課の中に環境教育推進室を設置し、グ

リーン教育として地方自治体に環境学習の仕組

みを構築してもらうための措置を推進する。ま

た、文部科学省も環境学習モデルを推進しても

らうための支援を図る予定で進んでいる (3)。

(4)市民の環境保全活動の支援
環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を

有し、その知見や経験に基づき市民やNGO、

事業者などの様々な立場で、環境保全活動に対

する助言など (環境カウンセリング)を行う人

材として、 1996年 (平成 8年)か ら環境省の

行う審査を経て環境カウンセラーとして登録す

る制度がスタートした。 1996～ 1999年の 4

年間での登録人数は、市民部門が 812名、事

業者部門が 1417名、合計で 2229名 になって

いる。環境省は、これらの登録された環境カウ

ンセラーを有効に活用することによって、環境

保全活動の推進を計ろうとしている。この制度

は各地方自治体でも活用されており、各地に環

境カウンセラーの集まりが出来ている。また、

埼玉県のように「彩の国環境大学」制度を作り、

独自に市町村 。公民館講座やグループ学習会、

人間と科学 第 8号 男Jtt No 1  2000

自然観察会等での講師や協力者の人材として活

用している地方自治体も出てきている。

(5)循環型社会
20世紀を通じ、豊かな生活を送ってきた。
それを支えたのが、大量生産、大量消費、大量

廃棄と言う一方通行の社会システムであった。

しかし、資源が有限であり、環境の破壊が見え

てきた現在に求められているのは、ライフスタ

イルや経済活動を見直し、資源消費を抑制し、

環境負荷を少なくする循環型社会システムを取

り入れることである。 2000年に循環型社会形
成推進基本法が制定されてから、改正廃棄物処

理法、改正リサイクル法、建設資材リサイクル

法、食品リサイクル法、グリーン購入法等の関

係法律が整備され、すでに公布されていた容器

包装リサイクル法、家電リサイクル法を含めて

循環型社会システムを実行に移す状況になって

きた。

循環型社会での合い言葉に「足るを知る」力`

あり、仏教国の日本人には素直に受け入れるこ

とができる言葉であると思われる。仏教経済学

の提唱者である井上信一先生の「幸せの方程式」

は、まさにこれからの人々の心構えを示してい

るようである (4)。

幸せ=財/欲望
「分子を大きくすることによって、幸せにな

ろうとするのが欧米式であるとすれば、分母を

小さくしようとするのが東洋式、いや仏教式で

ある」、「もし人々が足るを知ったら、消費は落

ち込んでたちまち低成長になってしまう、と経

済人は色をなくすであろう。だが、今や何らか

の低成長を覚悟することなしには地球を危機か

ら救うことはできないのである」

3. まとめ

伊東俊太郎先生は人類史の中で、過去に幾つ

か (①人類革命 :200～ 1万年前、②農業革命 :

1万～5千年前、③都市革命 :前 3500～前 150

0年、④精神革命 :前 8～前 4世紀、⑤科学革

命 :17世紀から現在)の革命・転換が発生した
と示している。その中で、精神革命の時代には、

釈迦を含む有名な宗教者による精神上の革命が

行われ、現在は科学の進歩によって革命が起こ

っている。そして、 21世紀はまちがいなく環
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境革命の時代としている (5)。

ここ10年程度の幾つかの事例で、環境保全

活動を行うための条件の整備が行われてきたと

思われるので、あとは本当の「21世紀は環境
の世紀」となるように、「足るを知る」行動を

足下から実践していくことが望まれる。

表1 妻霧魯秀婆震膏透練翁塵9菅落索(2001/2/15現在)

参考文献 。参考情報

(1)JABホ ームページ、ISowOrldホ ームページ

(2)文部省告示第 175号、176号 (平成 10年 )
(3)各省庁の平成 13年度予算案、環境新聞2001

年 1月 17日 号

(4)環境庁報道発表資料 1998.1.21、 21世紀
の地球環境と人間社会を考える研究会、環

境と文明 1999年 2月 (Vol.7 No 2)
(5)t鵬モ脚 附菊波朗と日ラ倒 中嚇 1990年

公 布 年 法 律 名

1965年  (日召和40年 )

1967年   (日召禾口42年 )

1968年  (日召和43年 )

1970年  (日召禾口45年 )

環境事業団法

公害対策基本法 (平成 5年に環境基本法へ)

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

大気汚染防止法

騒音規制法

公害紛争処理法

水質汚濁防止法

農用地の土壌の汚染防止に関する法律

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

公害防止事業費事業者負担法

人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律
1971年  (日召矛口46年 )

1972年   (日召矛口47年 )

1973年  (日召和48年 )

1974年  (日召禾口49年 )

1976年  (日召禾口51年 )

1978年  (日召禾口53年 )

1979年 (昭和54年 )

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

環境庁設置法

悪臭防止法

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

公害等調整委員会設置法

自然環境保護法

瀬戸内海環境保全特別措置法

公害健康被害の補償等に関する法律

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

振動規制法

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法

水俣病の認定業務の促進に関する臨時措置法

エネルギーの使用の合理化に関する法律 (省エネ法)
1984年  (日召和59年 )

1988年  (曰召千口63年 )

1990年 (平成 2年 )

湖沼水質保全特別措置法

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律

スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律
1991年 (平成3年 )

1992年 (平成 4年 )

1993年 (平成 5年 )

1995年 (平成 7年 )

1997年 (平成 9年 )

1998年 (平成10年 )

1999年 (平成11年 )

2000年 (平成12年 )

再生資源の利用の促進に関する法律 (リ サイクル法)

自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律

環境基本法

容器包装リサイクル法

環境アセスメント法

改正省エネ法

地球温暖化対策推進法

家電リサイクル法

ダイオキシン対策法

化学物質管理法 (PRTR法 )

循環型社会形成推進基本法

改正廃棄物処理法

資源有効利用促進法 (改正リサイクル法 )

食品リサイクル法

建設資材リサイクル法

グリーン購入法
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